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研究成果の概要（和文）：本研究の成果として、100地域の1973年から2013年までの銀行民営化・銀行監督強化
など7分野の金融改革をコード化した「改訂版金融改革データベース」を紹介する論文を出版し、データベース
も公開した。
　また「金融改革データベース改訂版」より「金融規制監督の強化」の分野を用い、どういった政治経済学的な
要因が国際公益である金融の安定性を守るための金融規制監督の強化につながるのか、弱めるのかについて検討
した。各国の法の支配の程度や中央銀行の独立性の程度が高いほど金融規制監督の強化につながる。またIMFの
プログラムは金融規制監督の強化に有効であることを実証的に示し、査読付き国際学術雑誌に出版した。

研究成果の概要（英文）：     As a result of this project, I have published an article in a 
peer-reviewed international academic journal that introduces the "Revised Financial Reform
Database," which codes the seven areas of financial reforms in such areas as bank privatization and 
strengthening of bank supervision from 1973 to 2013 in 100 economies.
     Also, using the dimension of "Enhancement of Banking Supervision" of the Revised Financial 
Reform Database, I examined how the political economy factors would enhance or weaken banking 
supervision to protect international financial stability, which is an international public good. The
 empirical results show that a higher degree of rule of law in each country and a higher central 
bank independence lead to more stringent banking supervision. Also, IMF programs show significant 
effects to enhance banking regulations. The study was published in a peer-reviewed international 
academic journal.

研究分野： 国際政治
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の目的は、IMFなどの国際金融機関がどの程度グローバル化の推進者として金融自由化に実際に影響を与
えてきたのか、そしてIMFは国際公益供給にどの程度貢献しているのか、分析を試みることにある。どういった
政治経済学的な要因が金融規制監督の強化につながるのかについての検討の結果、IMFプログラムへの参加は統
計的に有意に金融規制監督の強化につながることが示された。その一方、石油などの天然資源が豊富な国は統計
的に有意に金融規制監督の強化の度合いが低いことが示された。このように、さまざまな国益の要素を加味した
うえでも、世界の金融の安定性という国際公益に関して、IMFが寄与していることが明らかとなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
世界金融危機以降、国際協調の主役はG7からG20 にうつり新興国の発言力が増大した。また、

米国のトランプ大統領誕生や、欧州危機以降のブレキジットを初め欧州経済統合の不安定さが
増し、ナショナリズムが台頭するなど、グローバル化の下で国際協調が増大すると思われたグロ
ーバル・ガバナンスに関しては逆に不透明さが増している背景があった。こうした背景の原因に
は、主要国が国際協調よりも各々の国益追求へと傾いていることがあり、明確な覇権国を欠く中
で主要国が各自国益を追求している状態であり、リアリズムの復権を示しているかに見える。 
しかし、こうした主要国の国益追求の動きの中にあってなお、IMFなどの国際金融機関は、主

要国の国益追求から独立して国際協調を促すことにより、グローバルな公益をもたらすに十分
な変容を遂げているのであろうか？ これが大きな本研究の大きな問いである。こうした問い
は、グローバル・ガバナンスにおける国際金融機関のグローバルな公益供給という国際公共政策
の観点からも重要である。 
  
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、グローバル化の推進者であり新自由主義改革の推進者であるとみなされて

きた国際通貨基金（IMF）や世界銀行（WB）などの国際金融機関が、世界金融危機以降加速させ
てきた改革を通じ、不透明性を増す現在の国際社会にあって、果たして主要国の国益追求を求め
る大勢の中にあっても、世界金融システムの安定や貧困削減というグローバルな公益をもたら
す上での役割を果たすのに十分な変容を遂げてきたかを検討することにあった。 
そのため本研究の当初の目的としては、研究代表者本人が科研費の助成（科研費JP25380202）

でおおむね完成させた、1973年から2013年まで100地域の銀行民営化・証券市場の発達・銀行監
督強化など7分野の金融改革をコードして点数化したIMFの「改訂版金融改革データベース」を用
い、IMFなどの国際金融機関が加盟国に対してどの程度グローバル化の推進者として金融自由化
に実際に影響を与えてきたのか、また、その影響がどの程度変容したかに関し、対外的な金融改
革と国内向けの金融改革を比較する予定であった。 
 

３．研究の方法 
 
研究の方法としては、「改訂版金融改革データベース」の100経済地域を用いたグローバルデ

ータを作成し、計量分析を行った。また、国益に影響を受ける中でもどの程度国際公益を供給
することが可能であるような国際金融機関に変容を遂げたかという観点から、国際金融機関ス
タッフへのインタビューを行う予定であった。また、本研究ではウェブサイトを作成し、研究
プロジェクトに用いた「改訂版金融改革データベース」などのデータを公開してゆく予定であ
った。 
 
４．研究成果 
 
（１）「改訂版金融改革データベース」公開 

 
本研究の成果としては、科研

費の助成（科研費 JP25380202）
でおおむね完成させていた 7 分
野の金融改革をコードし点数化
した IMF の「改訂版金融改革デ
ータベース」を最終的に完成さ
せた。そして、このデータベース
を紹介する論文が、査読付き国
際学術雑誌である Journal of 
Financial Regulation に出版さ
れた（Omori 2022）。左の表
（Table 1）は、「改訂版金融改
革データベース」と従来版の「金
融改革データベース」（Abiad, 
Detragiache, and Tressel 2010 ）と
の違いをまとめたものである。 
「改訂版金融改革データベー

ス」では、従来版の 1973 年から
2005 年の 91 地域から、100 地域

 



1973 年から 2013 年にカバーした国や年次が拡張された。また、「クレジット規制」「利子自由
化」「銀行参入」「金融収支の自由化」「銀行民営化」「証券市場」「銀行監督規制の強化」の
金融政策 7分野について 100 地域を比較し、各分野を 0－3点でスコアするために、実際には合

計 20 分野までの金融政策に分
けてコード化した。また、「銀行
監督規制の強化」の分野につい
ては、特に銀行監督庁の独立性
についてより明確にコード化で
きるようにコード化のルールを
変更し、改善した。 
 また、左図（Figure2）は各 7
分野の各年の、100地域における
スコアの変化の平均値をグラフ
化した図である。7分野における
金融政策の変化が起こった年や
その政策変化の度合いの大きさ
は、図が示すように、分野毎に大
きく異なる。 
さらに、従来のデータベース

ではスコア化された金融政策の
具体的な内容については公開さ

れていなかった。しかし、今回の改訂版「金融改革データベース」では、個人のウェブページ自
体はまだ構築中であるものの、とりあえずデータのページを作成し、100 地域の 20 に及ぶ金融
政策の指標に関しての 7408 行にわたる金融政策変化の内容の記述を、データセットとともに一
般に公開した（https://sawaomori.jpn.org/data/）。欧米諸国を中心に研究者、IMF エコノミス
ト、博士課程院生、学部生などから問い合わせが多く来ている。 
 
（2）銀行監督強化の政治経済学的要因の検討 
 
本研究の当初の計画では、この「改訂版金融改革データベース」を用い、グローバルな計量

分析とともに、IMFや世界銀行のスタッフにインタビューを行う予定であった。2018年には
IMF・世界銀行年次大会に参加したが、その後はコロナ禍のため年次大会もすべてオンライン開
催となるなどインタビューも不可能であったため、グローバル・データを構築し計量分析のみ
を行った。また、当初は研究計画通り国内の金融改革と対外的な金融改革を比較していたが、
国際学術雑誌に投稿した結果の査読者の批判的意見を踏まえ、「金融規制監督の強化」の分野
の政治経済学的な要因の検討を用い、国際公益である金融の安定性をもたらすための金融規制
監督強化をもたらすのは、どういった政治経済学的な要因であるかついて計量分析することと
した。分析結果は、査読付き国際学術雑誌Journal of Banking Regulationに掲載された。計量
分析の主な結果は下記Table ３に示す。 

 



 
分析の結果は、各国の政治制度的要因として、V-Dem指標を用いて操作化した「法の支配」の

程度が高い国ほど、また、中央銀行の独立性の程度が高い国ほど、金融規制監督の強化を行う
ことを、固定効果とランダム効果によるパネル分析を行い、統計的に示した。こうした各国の
制度的な要因が統計的に有意な効果を示すまでには時間がかかり、二年のラグ値で統計的有意
となった。その一方、セクターの利益の影響としては、石油などの天然資源からレントを多く
得ている国は、金融規制監督の強化の度合いが有意に低いことが統計的に示された。その他、
貿易セクターと金融セクターの影響も、モデルの算定によっては有意な影響がみられたが、こ
うしたセクターの利益に基づく金融規制監督の強化は、安定的な結果として得られたわけでは
なく、統計分析の方法により影響を受けるものであった。さらに、各国のIMFプログラムへの参
加は統計的に有意に金融規制監督の強化につながることが示された。これにより、各国の制度
的要因のほかに、セクターの利益といった国益拡大にもつながる要因の影響を加味したうえで
も、国際公益としての世界の金融の安定性をもたらす銀行監督の強化に関し、IMFが寄与してい
ることが、本研究より明らかとなった。 
 
その他の研究業績としては、初学者向けの教科書「よくわかる開発学」を共同編集し、ミネ

ルヴァ書房より出版した。この本の中では、IMFや世界銀行などの国際機関への米国や日本など
の大国の影響を紹介した項目などを執筆した。また、アジア経済危機から、世界金融危機後に
至るまで日本がどのように国際金融ガバナンスに対しての態度をとってきたかその変容につい
ても本に寄稿した。 
 
<引用文献> 
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